
　平成29年度決算のあらましについてお知ら　平成29年度決算のあらましについてお知ら
せします。せします。
　平成 29年度一般会計の歳入総額は、155　平成 29年度一般会計の歳入総額は、155
億 4,943万 2千円、歳出総額は144億 5,029億 4,943万 2千円、歳出総額は144億 5,029
万 9千円でした。平成28年度と比較すると、万9千円でした。平成28年度と比較すると、
歳入は5億 2,907 万 9千円の減（対前年比歳入は5億 2,907 万 9千円の減（対前年比
3.3％減）、歳出は3億 7,499 万 2千円の減3.3％減）、歳出は3億 7,499 万 2千円の減
（2.5％減）となりました。（2.5％減）となりました。
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■人件費
　2,119,504千円
　（14.7％）

■扶助費
　1,269,417千円（8.8％）

■公債費
　1,118,053千円
　（7.7％）

■公債費
　1,118,053千円
　（7.7％）

■物件費
　1,920,805千円
　（13.3％）

■物件費
　1,920,805千円
　（13.3％）

■維持補修費
　47,038千円（0.3％）

■補助費等
　2,396,087千円
　（16.6％）

■補助費等
　2,396,087千円
　（16.6％）

■投資・出資金・貸付金
　1,740千円
　（0.0％）

■繰出金
　1,322,567千円
　（9.1％）

■積立金
　330,387千円（2.3％）

■投資的経費 3,924,701千円（27.2％）
　　普通建設事業 1,893,597千円（13.1％）
　　災害復旧事業 2,031,104千円（14.1％）

義務的経費

■議会費 86,358千円（0.6％）

千円
％

■総務費
　1,913,434千円
　（13.3％）

■民生費
　3,297,524千円
　（22.8％）

■民生費
　3,297,524千円
　（22.8％）

■衛生費
　1,347,564千円
　（9.3％）

■衛生費
　1,347,564千円
　（9.3％）

■農林水産業費
　1,775,306千円
　（12.3％）

■商工費
　437,283千円（3.0％）

■土木費
　1,305,623千円
　（9.0％）

■土木費
　1,305,623千円
　（9.0％）

■教育費
　607,796千円
　（4.2％）

千円
％

■災害復旧費
　1,860,660千円
　（12.9％）

■公債費
　1,118,053千円
　（7.7％） ■諸支出金 330,387千円（2.3％）

■消防費
　370,311千円
　（2.6％）
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■町税 1,173,849千円（7.5％）
　　町民税 452,258千円
　　固定資産税 571,426千円
　　軽自動車税 68,786千円
　　町たばこ税 79,147千円
　　入湯税 2,232千円

■その他 596,604千円（3.8％）
　　分担金・負担金 108,731千円
　　使用料・手数料 89,362千円
　　財産収入 29,288千円
　　寄附金 161,588千円
　　諸収入 207,635千円

■繰越金
　1,053,220千円（6.8％）

■各種譲与税等
　569,996千円（3.7％）

■県支出金
　2,493,085千円
　（16.0％）

■県支出金
　2,493,085千円
　（16.0％）

■町債
　759,000千円（4.9％）

■繰入金
　221,350千円
　（1.4％）

■地方交付税
　6,088,992千円
　（39.2％）

■地方交付税
　6,088,992千円
　（39.2％）

■国庫支出金
　2,593,336千円
　（16.7％）

■国庫支出金
　2,593,336千円
　（16.7％）

自主財源
3,045,023千円
19.6%

自主財源
3,045,023千円
19.6%

依存財源
12,504,409千円

80.4%

性質別経費

目的別経費

155億4,943万2千円

144億5,029万9千円

一般会計 歳入総額

一般会計 歳出総額
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た
。

　

ま
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５
年
間
で
行
わ

れ
ま
す
。

平成29年度

決算
問合せ先　総務課財政係　☎72－1111

平成29年度　特別会計等決算　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）
歳　　　入 歳　　　出

国 民 健 康 保 険 3,146,578 3,000,457
後 期 高 齢 者 医 療 232,253 226,744
介 護 保 険 2,846,636 2,737,582
国 民 宿 舎 81,695 71,495
住宅新築資金等貸付事業 5,257 610
簡 易 水 道 854,273 840,522

水 道 事 業
（収益的）　　89,297（収益的）　　70,915
（資本的）　　56,422（資本的）　　84,310

病 院 事 業
（収益的） 1,080,437（収益的）　 961,030
（資本的）　　32,247（資本的）　　57,499

財政分析指標（普通会計）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円、％）
区分 Ｈ 25 H26 H27 H28 H29

地 方 債 現 在 高 10,336,479 9,709,090 8,975,055 9,087,239 8,800,831
基 金 残 高 3,167,441 2,369,635 2,503,404 1,697,116 2,006,212
う ち ふ る さ と
応 援 基 金 残 高 5,628 6,829 88,961 59,023 110,707

歳 入 総 額 12,641,434 13,822,996 12,985,378 16,084,378 15,554,689
歳 出 総 額 12,037,826 13,238,114 12,472,332 14,825,901 14,450,909
歳 入 歳 出 差 引 603,608 584,882 513,046 1,258,477 1,103,780
実 質 収 支 357,071 356,184 293,265 360,328 680,739
実 質 単 年 度 収 支 △ 115,325 △ 336,541 △ 291,370 △ 842,325 171,386
標 準 財 政 規 模 8,351,653 8,173,340 8,130,275 7,740,829 7,441,964
財 政 力 指 数 0.192 0.194 0.197 0.200 0.200
実 質 収 支 比 率 4.3 4.4 3.6 4.7 9.1
経 常 収 支 比 率 84.3 84.9 84.9 83.2 88.8
※ふるさと応援基金とは、ふるさと応援寄附金を積み立てたものです。

健全化判断比率と資金不足比率（単位：％）

区　　分
本町の
比 率

早期健全
化 基 準

財 政 再
生 基 準

実 質 赤 字 比 率 － 13.91 20.00
連結実質赤字比率 － 18.91 30.00
実質公債費比率 5.9 25.00 35.00
将 来 負 担 比 率 35.7 350.00

公営企業におけ
る資金不足比率

水 道 事 業 会 計 －

20.00
病 院 事 業 会 計 －
簡易水道特別会計 －
国民宿舎特別会計 －

　歳出の目的別分類は、行政活動のどの分野にどれだけ
の経費が投入されているかを見るものです。
　歳出決算を性質別に分類すると、義務的経費と任意的経
費に分けられ、任意的なものに投資的経費が含まれます。

※実質収支及び連結実質収支等が黒字である場
合はそれぞれの比率は「－」で表示されます。
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